
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成30年度 事 業 報 告 書

笠立」L営型量塾法△三二_2土≧ 1_二′レ_『 ヒン

1 事業の成果

平成 30年度は受益者を「児童養護施設の子ども・退所者」から「社会的養護の子ども・措置解除者」

に拡大することを図った。パソコン講習会 (e2プロジェクト)と クッキング・クラスは 29年度と同様

に実施した。パソコン講習会は発展編への参加者が例年より多くなった。職業体験 (ジ ョブリハ)では、

昨年度まで継続してきた「ホテルの仕事」が休止となる一方、29年度末から開始した「プログラミング

の仕事」を 30年度の 12月 まで 1年間実施し、高校生らがゲーム制作やデザインの作品を完成させた。

社会的養護に関する情報発信と啓発に関しては、オンラインメディア「社会で子育て ドットコム」を開

設して児童養護施設のニーズ等を取材・発信し、万単位の関覧 (ページビュー)があった。企業内セミ

ナーは5回実施し、初めて母子生活支援施設に関するセミナーも行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【3(MO】 千円)

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

社会的養護 の
児童及び措置
解除者 に対す

皇
自立支援事

【e2プ ロジェクト】対象
となる子どもに 2日 間の
パソコン講習とパソコン 1

台を提供する。希望者には
資格取得等のための発展
編講習も実施。

基礎編 :

毎 月 1
回、発展

編 :希望
があった

月に 1回

ロッカー
ズ・ルー
ム (事務
所)

の べ 48
人

児童養護
施設の高
校生・退

所者等

基礎編 :3

8人、発
展編 :の
べ 15人

2360千円

【ジョブリハ】プログラミ
ングに関するスキル トレ
ーニング、職業体験実習を
実施する。

毎月 1回 ロッカー
ズ 。ルー
ム (事務
所)

10人 児童養護
施設の高
校生 。退
所者

8人 450千円

【ロッカーズ。ルーム】ク
ッキング・ クラスを実施
し、措置児童・措置解除者
の居場所づくりを目指す。

7月 、 11

月、1月 、
2月 、3月
に 1日 ず
ン

:〉

ロッカー
ズ 。ルー
ム (事務
所)

の べ 27
人

児童養護
施設の高
校生・退

所者等

の べ 19
人

230千円

パ ー ソナル コ

ン ピュー タ及

び情報機器の
再資源化事業

【e2プ ロジェクト】企業
等の退蔵パソコン類を回
収 。リユースする。

企業から
要請があ
れば随時

希望のあ
った企業

等

2人 児童養護
施設の高
校生 。退

所者等

60人 15千円

児童福祉 の浸
透 と啓発 を図
る事業

【社会で子育て ドットコ
ム】ウェブサイ トを通じて
社会的養護の浸透・啓発を
行う。

随時 (常

設 ウェブ

サイ ト)

2人 不特定多
数

不特定多
数

750千円

【企業内・社員向け啓発セ
ミナー】企業に赴いて社会
的養護に関する普及啓発
を行う。

6月 、 9

月、10月

に 1回ず
つ、3月

丸の内 ト

ラス トタ
ワー、霞
が関 ビル

の べ 13
人

実施企業
の社員

′)′ミ 100

人程度

15千円

足款に記載
された
事業名



に 2回 ほ か

その他 この法
人の 目的を達
成す るために
必要な事業

法律 と退所者支援に関す
る勉強会を開催 し、法律と

福祉の両面か ら退所者支
援の理解を深める。

1 月 23
日、
3月 22日

ロッカー

ズ 。ルー

ム (事務

所 )

のべ 4名 弁護士、
児童養護
施設施設
職員

弁護士の
べ 7名、
児童養護
施設施設
職員のベ

8名

20千円

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 0 】千円)

足歌 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

平成30年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)

特定非営利活動法人ライツオン・テル ドレン

単 立 :円
金   誦 計ヽ ・ 合 計

1

正会員受取会費
贅助会員受取会費

2
受取寄附金
施設等受入評価益

●

受取補助金

4
事業収益

5 その

受取利息

135,((K
0

1350m

7,041,360
0

7.041.300

0

0

0

52

54.500

54.:薔2

1

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

2)そ
寄贈
地代家賃
水道光熱費
交際費
会議費
旅費交通費
消耗品費
通信運搬費
支払手数料
広告宣伝費
保険料

1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

2
地代家賃
水道光熱費
交際費
会議費
旅費交通費
消耗品費
通信運搬費
支払手数料
支払報酬料
寄付金
租税公課
保険料
雑費

737 945
0

0

0

737.04Ч ;

140,400

1,579,333

65,438
2,160

581,157

200,184
369,301

21,328

103,943

28,850
11.600

3.:03.694

14 1

0

895

0

0

:41.395

789,667

32,719

23,580
14,828

96,475

42,089
17,860
52,368

329,400

24,847

3,407
5,800
16,361

1.440,“ 1

1 フ97 977

C

過年度損益修正益

0
0

固

災害損失

0

0

0

当 期 経 常 外 増 滅 饉 C :D】  ‐‐‐()

法人税、住民税及 税 55.8(Ю

5.131.032

0
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成30年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ライツオン・チル ドレン

小計・ 合計

敷金
長期貸付金
社会的養護の子どもの自立支援基金 特定資産

2
(1

2) 形

(3) その

現金預金
未収金
棚卸資産
寄贈用資産

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

4,344,246
378,636

0

715,500

5.438.382

346,000
0

2,201,000

2.〔47.αЮ

【A】 資 ①+② 7.985,382産 合 計

987,487
18,886
55,800

1.062.173
2

+

1

-1

未払金

預 り金

未払法人税等

長期借入金
退職給付引当金

ｎ

）

1,062.17〔

5,181,032
B―

正

正 1,742,177

_____」理型2鯉

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 7.985,382

一ロ



16 法 28

平成30年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ライツオン・テル ドレン

重要な会計方針

財務諸表の作成は、1冊0法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人
会計基準協議会)に よつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

〈4)施設の提供等の物的サー ビスを受けた場合の会計処理

5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事 業別損益の状況

円

科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合 計

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
〈2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費

印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



備考内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
:円 )

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

按分比率は事務所の使用 日数及び従事者の従事時間に基づいて算出しています。

その他の事業に係 る資産の状況

7

円

8

取得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末 | 長簿価額科 期首取得価額

346,000

2,201,000

346,000

2,201,00()

346,000

2,201,000

346,000 2,201,000 2,547,000 2,547,000

有形固定資産
車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

社会的養護の子 ど
もの自立支援基金
特定資産

合計

科 目 期首残高 当期借入

合計

科 目
計算書類に

計上 された
金額

内、役員 と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

当爾返済
~1~期

末残高¬



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成30年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ライツオン・チル ドレン

金  額 ヽ 計 合   計

1

現金預金

手元現金
三菱東京UFJ銀行普通預金

未収金
日本アイー・ ビー・エム株式会社
株式会社Rmm P川肥M

寄贈用資産

棚卸資産

2
1

車両運搬具

什器備品

(2)
ソフ トウェア

借地権

(3) そ

敷金
渋谷区事業所

特定資産
社会的養護の子どもの自立支援基金 特定資産

長期 金

0

4,344,246

334,742
43,894

715,500

0

5.438.382

0

0

0

346,000

2,201,000

0

2.547.000

【A】 資 産 合 計 ①+② 7.985,382

B-1 の

1

未払金

(立替金)

暑首I多古多TグT`辛
替金)

未払後実翁詳言置を:』詈』
「

(立替金)

預り金
源泉所得税

2

長期借入金

退職給付引当金

278,879
236,101
335,600
136,907
55,800

18,886

1.002,17

0

0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1.062.173

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 6.923.209



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成30年度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所螢
びにこれらの■についての前事彙年虔における●目の有無を●■した名簿)

盤i型塾聾五望班五生2イ ツオン・チル ドレン

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チ ェックを入れて ください。)

1日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1
監 事

タテガミユミコ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年  月  日

年  月  日立神 由美子

2 監事
オオサカタイチ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月

月

日

日年大坂 太一

3 監 事
イタミケイ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月

月

日

日年伊丹 桂

4 理
ノグチイツタケ 平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月

月

日

日年野 口 五丈

5 理事 。監事

年   月   日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

6 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年   月   日

7 理事・ 監事

年

年

月   日

月   日

年  月  日

年  月  日

8 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

理 事

監 事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 ツ ン ル ドレン

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 立神 由美子

2 大坂 太一

3 伊丹 桂

4 野 口 五丈

5 石井 宏茂

6 新武 久美子

7 原田 真由子

8 浜田 裕加子

9 石田 剛

10 樽石 幸治

11

12




